
豊岡第１地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【公共施設の配置状況】 
 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 
扇町屋公民館 

久保稲荷公民館 

小学校 扇小学校 

中学校 向原中学校 

保育所 豊岡保育所 

学童保育室 扇･扇第二学童保育室 

広域対応施設 

市役所、市民会館・中央公民館、

市民活動センター、市民体育

館・武道館、入間市駅南口自転

車駐車場、扇台福祉作業所 
 
【公共施設の現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 11,128人(20%) 15,874人(34%) 

生産年齢人口 37,215人(67%) 26,754人(57%) 

年少人口 7,138人(13%) 4,683人(10%) 

【施設配置図】 

 

〔人口動向の特徴〕 

・人口密度が高く、市民の約37%が居住している地区です。 

・平成4年と平成24年の比較で、生産年齢人口及び年少人

口が大幅に減少しており、今後の推計でもさらに減少が

予測されています。 

・老年人口は急激に 

増加しており、今後 

もその傾向は続くと 

予測され、高齢化は 

ますます進みます。 

〔施設配置の特徴〕 

・地区内に公民館が2施設あり、統合の対象となります

が、いずれも地区の端に位置しており、バランスがと

りにくくなっています。 

・公民館以外の地域対応施設は1施設ずつとなっており

統廃合の対象となりません。 

・ただし、保育所は豊岡地区で1施設とする案であるた 

め、豊岡保育所、高倉保育所、黒須保育所を統合する 

必要があります。 

 

 

 

〔地区全体〕 

・豊岡町のころから地区の行政、商業の中心地であった扇町屋地区に、多くの公共施設

が設置されていました。昭和 40 年代以降は、人口増加に対応して東町地区や黒須･

高倉地区にも公共施設が整備されてきました。 

・昭和末期から平成の初めにかけて入間市駅周辺の再開発が進み、入間市駅から豊岡、

扇町屋地区にわたって中心市街地が形成されました。 

・この地区には、市役所、市民会館、市民体育館、産業文化センターなど、広域的な公

共施設が多数設置されています。 

・人口については、市内で最も密度が高い地区ですが、今後20年間では人口が約15%

と大幅に減少する予測となっています。また、人口の年齢構成も年少人口、生産年齢

人口が減少する一方、高齢者人口は43%と大幅に増加する見込みです。 

〔豊岡第 1地区〕 

・地形的には平坦です。この地区には、西武池袋線の入間市駅があり、この駅と武蔵藤

沢駅を結ぶ路線バスが運行されていて、生活の利便性が高い地区です。 

・幹線道路沿いに一部商業施設が所在していますが、主として住居中心の地区です。 

・土地区画整理事業が進行中ですが、大規模な宅地開発等の計画はないので、若年層の

流入は少なく、高齢化が進んでいます。 

・なお、入間市駅前に約7.8haの留保地があり、今後活用策を検討していくこととなっ

ているため、この開発が進むと、公共施設の配置を考える上で大きな変動要素となる

可能性があります。 

・扇町屋、久保稲荷両公民館は、建物としては築30年程度であり、今後計画的な改修を行う必要があります。また、

稼働率は、扇町屋公民館が40%、久保稲荷公民館は33%となっており、利用状況としては活発ではありません。 

・扇小学校は築43年、向原中学校は築40年となっており、老朽化が進んでいます。学級数及び児童生徒数は両校とも

市内でも多い学校の一つです。 

・豊岡保育所は築46年と老朽化が進んでおり、早急な対応が必要な状況となっています。平成28年度は、定員に対し

て73%（定員150人/入所110人）の入所率であり、比較的余裕がある状況です。 

・学童保育室については、扇学童保育室と扇第二学童保育室の2つの学童保育室が学校の隣接地に併設されています。

平成28年度には、定員に対して扇学童96.7%（定員60人/入所58人）、扇第二学童92%（定員50人/入所46人）

の入所率であり、近年は定員超過から定員いっぱいの傾向です。 

資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

扇町屋公民館 985.75㎡ 昭和60年 32年 RC造 市 

久保稲荷公民館 1,125.77㎡ 平成03年 26年 RC造 一部借地 

・両施設とも老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・久保稲荷公民館は、敷地の一部が個人所有の借地となっており、その解消を検討する必要が

あります。 

 ・いずれの施設も周辺が住宅地となっており、敷地を拡張する余地は少なくなっています。 

 

②利用状況  
 

利用件数 利用者数 稼働率 
住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

扇町屋公民館 3,311件 41,219人 40% 1.8回 3,685万円 

久保稲荷公民館 3,143件 45,066人 33% 5.7回 4,426万円 

・利用者数については、両施設とも全公民館の平均利用者数の39,793人を上回っています。 

 ・稼働率については、両施設とも低く、特に久保稲荷公民館は、全公民館の平均稼働率34%も

下回っています。 

・住民一人当たりの年間利用回数を見ると、扇町屋公民館は全公民館の平均利用回数の3.6回

を大きく下回っています。 

 ・トータルコストについては、全公民館の平均額が4,069万円であるため、扇町屋公民館は下

回っていますが、久保稲荷公民館は大幅に上回っています。 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

扇小学校 6,920㎡ 昭和49年 43年 RC造 市 

向原中学校 6,191㎡ 昭和52年 40年 RC造 市 

 ・両施設とも築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要です。 

 ・小中学校とも地区内に1施設ずつであり、統廃合の対象とはなりません。 

 ・扇小、向原中とも地区の南部に配置されています。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 

 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数

減少率 

扇小学校 854人 20学級 820人 26学級 03% 

向原中学校 569人 15学級 512人 14学級 10% 

 ・5年前と比較すると、扇小学校の児童生徒数の減少率は緩やかですが、向原中学校の減少率

は10%と大きな減少率となっています。 

 ・扇小学校が各学年3～5学級、向原中学校が4～5学級となっており、市内の小中学校の中で

は比較的規模の大きな学校となっています。 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

豊岡保育所 651.60㎡ 昭和46年 46年 RC造 借地 

 ・築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要です。 

 ・用地が個人所有の借地となっており、その解消が課題となっています。 

 ・保育所は豊岡地区で1施設との方向性が示されているため、黒須保育所、高倉保育所との 

  統合を検討する必要があり、設置場所の調整が必要となります。 

 ・施設の老朽化が児童数の減少につながっている可能性があります。 

 

②利用状況 
 

定員 
平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
減少率 

豊岡保育所 150人 139人 104人 25% 

 ・入所児童数は、5年前と比較すると、25%と大きな減少となっています。 

 ・入所児童数は過去5年間で徐々に減少しており、社会全体で待機児童の問題が発生している 

  ことを考慮すると、運営形態等が市民ニーズに合っていない可能性があります。 

 ・定員に対して入所児童数が約3分の2となっており、他の保育所との統合の余地があります。 

※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪豊岡第１地区の検討課題≫ 

 ・地区内に複数ある施設は、扇町屋公民館と久保稲荷公民館となっており、統廃合を検討する施

設は、公民館が対象となります。 

 ・公民館、小中学校、保育所、いずれも施設の老朽化が進んでおり、統廃合や複合化に向けた整

備と併せて、計画的な大規模改修や施設更新を行う必要があります。 

 ・公民館の稼働率は低い状況であり、統合することにより、稼働率の向上が図られる可能性が高

くなります。一方、施設が一つになることにより、距離が遠くなる方がいることから、利便性

への配慮が必要となります。 

 ・保育所は老朽化が進む一方、入所児童数も徐々に減少しており、施設整備を検討するのに合わ

せて、今後のあり方を見直す必要があります。 

 ・学童保育室については、学校の敷地外に設置されている状況であり、将来的には学校内または

学校敷地内に移転新設する必要があります。 

・当該地区は、今後人口減少及び少子化･高齢化が進行することが予測されており、そのことを

考慮した施設の再整備･再配置を検討する必要があります。 



豊岡第２地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【公共施設の配置状況】 
 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 東町公民館 

小学校 豊岡小学校、東町小学校 

中学校 豊岡中学校、東町中学校 

学童保育室 豊岡学童保育室、東町学童保育室 

広域対応施設 
産業文化センター、児童センター、 

防災センター 
 

【公共施設の現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 11,128人(20%) 15,874人(34%) 

生産年齢人口 37,215人(67%) 26,754人(57%) 

年少人口 7,138人(13%) 4,683人(10%) 

〔施設配置の特徴〕 

・地区内の小中学校、学童保育室は2施設ず

つあり、統合の対象となります。 

・広域対応施設としては、産業文化センター、

児童センター、防災センターといった施設

があります。 

 

 

〔人口動向の特徴〕 

・人口密度が高く、市民の約37%が居住している地区です。 

・平成4年と平成24年の比較で、生産年齢人口及び年少人

口が大幅に減少しており、今後の推計でもさらに減少が

予測されています。 

・老年人口は急激に 

増加しており、今後 

もその傾向は続くと 

予測され、高齢化は 

ますます進みます。 

・東町公民館は建設してから30年を経過しており、今後、計画的な改修を行う必要があります。稼働率は32%となっ

ており、部屋によっては利用可能コマ数が多く残っており、スペース過多の可能性が考えられます。 

・豊岡小学校は築 34年、東町小学校は築 37年となっており、老朽化していることから、今後、計画的な改修を行う

必要があります。児童数については、ピーク時（豊岡：27学級・925人）（東町：23学級・837人）と比較して、5

割程度になっており、なお減少傾向にあります。 

・豊岡中学校は築 33年、東町中学校は築 30年となっており、老朽化していることから、今後は、計画的な改修を行

う必要があります。生徒数については、ピーク時（豊岡：27学級・1,101人）（東町：16学級・652人）と比較して、

現在では、豊岡が４割、東町が７割程度となっており、なお減少傾向にあります。 

・学童保育室については、豊岡学童保育室は豊岡小学校の敷地内に設置されています。築年数が 30年以上を経過し、

老朽化が進んでいます。東町学童保育室は東町小学校校舎との複合施設となっています。 

〔地区全体〕 

・豊岡町のころから地区の行政、商業の中心地であった扇町屋地区に、多くの公共施設

が設置されていました。昭和 40 年代以降は、人口増加に対応して東町地区や黒須･

高倉地区にも公共施設が整備されてきました。 

・昭和末期から平成の初めにかけて入間市駅周辺の再開発が進み、入間市駅から豊岡、

扇町屋地区にわたって中心市街地が形成されました。 

・この地区には、市役所、市民会館、市民体育館、産業文化センターなど、広域的な公

共施設が多数設置されています。 

・人口については、市内で最も密度が高い地区ですが、今後20年間では人口が約15%

と大幅に減少する予測となっています。また、人口の年齢構成も年少人口、生産年齢

人口が減少する一方、高齢者人口は43%と大幅に増加する見込みです。 

〔豊岡第 2地区〕 

・地形的には一部高低差がありますが、地区内の移動を制約するようなものではありま

せん。入間市駅と武蔵藤沢駅を結ぶ路線バスが運行しており、公共交通の利便性は高

い地区です。各公共施設へは、入間市駅及び武蔵藤沢駅からの路線バスによるアクセ

スがあります。 

・国道463号の沿道が商業地域となっていますが、全般的には住居中心の地区です。 

・土地区画整理事業は終了しており、近年大規模な宅地開発は行われていないため、若

年層の流入は少なく、高齢化が進んでいます。 

【施設配置図】 

 

資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

東町公民館 1040.79㎡ 昭和54年 38年 RC造 市・個人 

・老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・東町公民館は、敷地の一部が借地となっており、その解消を検討する必要があります。 

 ・周辺が住宅地となっており、敷地を拡張する余地は少なくなっています。 

 

②利用状況  
 

利用件数 利用者数 稼働率 
住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

東町公民館 2,685件 42,978人 32% 5.6回 4,101万円 

 ・利用者数については、全公民館の平均利用者数39,793人を上回っています。 

 ・稼働率については、全公民館の平均稼働率34%を下回っています。 

 ・住民1人当たりの年間利用回数を見ると、全公民館の平均利用回数の3.6回を大きく上回っ

ています。 

 ・トータルコストについては、全公民館の平均額4,069万円を下回っています。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

豊岡小学校 7,235.00㎡ 昭和58年 34年 RC造 市 

東町小学校 7,220.00㎡ 昭和55年 37年 RC造 市 

豊岡中学校 9,321.00㎡ 昭和59年 33年 RC造 市 

東町中学校 7,217.00㎡ 昭和62年 30年 RC造 市 

 ・全施設とも築30年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要になっています。 

 ・小中学校とも地区内に2施設ずつであり、統廃合の対象となります。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数 

減少率 

豊岡小学校 566人 21学級 416人 16学級 26% 

東町小学校 493人 18学級 462人 17学級 06% 

豊岡中学校 461人 16学級 388人 13学級 15% 

東町中学校 270人 09学級 227人 07学級 15% 

・東町小学校については、5年前と比較すると、児童生徒数の減少率は緩やかですが、豊岡小学

校は26%と大きな減少率となっています。 

・豊岡中学校、東町中学校ともに、5年前と比較すると、児童生徒数は15％と大きく減少して

います。 
※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪豊岡第2地区の検討課題≫ 
 ・地区センターについては、既存施設の活用を前提としますが、他の広域対応施設との複合化に

ついても検討します。 

 ・市街化が進んでいる地域であり、小中学校については、今後新たな学校用地となり得る広い土

地はないため、既存施設を活用することを前提に、2施設を統合します。 

 ・学童保育室については、小学校の改修に合わせて校舎への複合化を図るとともに、小学校に合

わせて統合します。 

・当該地区は、小中学校が2校ずつあるため、最終形態を踏まえて再配置を検討する必要があり

ます。なお、学校施設については、マネジメント全体の視点で土地や建物の活用や処分も検討

する必要があります。 

・小中学校の統廃合に対しては、地域コミュニティの地区区分と通学区が異なる場合があるため、

地域の実情に合わせた見直しの協議が必要となります。 



豊岡第３地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【公共施設の配置状況】 
 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 黒須公民館、高倉公民館 

小学校 黒須小学校、高倉小学校 

中学校 黒須中学校 

保育所 黒須保育所（公設民営）、高倉保育所 

学童保育室 黒須学童保育室、高倉学童保育室 

地区体育館 黒須地区体育館 

広域対応施設 武道館・弓道場 
 
【公共施設の現状と課題】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 11,128人(20%) 15,874人(34%) 

生産年齢人口 37,215人(67%) 26,754人(57%) 

年少人口 7,138人(13%) 4,683人(10%) 

〔人口動向の特徴〕 

・人口密度が高く、市民の約37%が居住している地区です。 

・平成4年と平成24年の比較で、生産年齢人口及び年少人

口が大幅に減少しており、今後の推計でもさらに減少が

予測されています。 

・老年人口は急激に 

増加しており、今後 

もその傾向は続くと 

予測され、高齢化は 

ますます進みます。 

〔施設配置の特徴〕 

・地区内に公民館が 2施設、小学校が 2校あ

り、統合の対象となります。 

・保育所は豊岡地区で 1施設とする案である

ため、豊岡保育所、高倉保育所、黒須保育

所を統合する必要があります。 

・広域対応施設としては、武道館・弓道場が

あります。 

・黒須、高倉両公民館は、建物としては築40年以上経過しており、今後計画的な改修を行う必要があります。また、稼

働率は、黒須公民館が38%、高倉公民館が27％となっており、利用状況としては活発ではありません。 

・黒須小学校は築45年、高倉小学校は築33年、黒須中学校は築38年となっており、老朽化が進んでいます。 

・黒須保育所は築48年と老朽化が進んでおり、早急な対応が必要な状況となっています。平成28年度は、定員に対して

82%（定員90人/入所74人）の入所率であり、比較的余裕がある状況です。 

・学童保育室については、黒須学童保育室と高倉学童保育室の2つの学童保育室があり、黒須学童は黒須小学校の隣接地

に設置されています。高倉学童保育室は、築年数が30年以上を経過し、老朽化が進んでいます。 

 

 

〔地区全体〕 

・豊岡町のころから地区の行政、商業の中心地であった扇町屋地区に、多くの公共施設

が設置されていました。昭和 40 年代以降は、人口増加に対応して東町地区や黒須･

高倉地区にも公共施設が整備されてきました。 

・昭和末期から平成の初めにかけて入間市駅周辺の再開発が進み、入間市駅から豊岡、

扇町屋地区にわたって中心市街地が形成されました。 

・この地区には、市役所、市民会館、市民体育館、産業文化センターなど、広域的な公

共施設が多数設置されています。 

・人口については、市内で最も密度が高い地区ですが、今後20年間では人口が約15%

と大幅に減少する予測となっています。また、人口の年齢構成も年少人口、生産年齢

人口が減少する一方、高齢者人口は43%と大幅に増加する見込みです。 

〔豊岡第 3地区〕 

・旧来より商工業が発展していて人口の多かった黒須地区では、昭和40年代の人口増

加に合わせ黒須公民館、黒須小学校を設置しました。その後も地区の人口が増加した

ため、これに対応して高倉地区に高倉公民館、高倉小学校を設置しました。 

・地形的には、地区の一部が丘陵となっており、丘陵の上下に住宅地が広がっています。 

・この地区には、西武池袋線入間市駅があり、バス路線については、南東部の地域で運

行されていますが、丘陵の上側や北西部の地域にはありません。 

・地区の中に一部商店街がありますが、主として住居中心の地区です。 

・土地区画整理事業が進行中ですが、近年大規模な宅地開発は行われていないため若年

層の流入は少なく、高齢化が進んでいます。 

【施設配置図】 

 

資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

黒須公民館 818.70㎡ 昭和44年 48年 RC造 市 

高倉公民館 641.53㎡ 昭和52年 40年 RC造 市 

・両施設とも築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっていま

す。 

 ・いずれの施設も周辺が住宅地となっており、敷地を拡張する余地は少なくなっています。 

 

②利用状況  

 
利用件数 利用者数 稼働率 

住民１人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

黒須公民館 2,337件 30,276人 38% 4.0回 3,449万円 

高倉公民館 1,780件 20,630人 27% 4.5回 3,343万円 

 ・利用者数については、両施設とも全公民館の平均利用者数の39,793人を下回っています。 

 ・稼働率は両施設とも低く、特に高倉公民館は全公民館の平均稼働率34%も下回っています。 

 ・住民一人当たりの年間利用回数を見ると、両施設とも全公民館の平均利用回数の3.6回を下

回っています。 

 ・トータルコストについては、全公民館の平均額が4,069万円であるため、両施設とも下回っ

ています。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

黒須小学校 6,253.00㎡ 昭和47年 45年 RC造 市 

高倉小学校 5,961.00㎡ 昭和59年 33年 RC造 市 

黒須中学校 5,683.00㎡ 昭和54年 38年 RC造 市 

 ・各施設とも築30年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっていま

す。 

 ・小学校が地区内に2施設あり、統廃合の対象となります。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数 

減少率 

黒須小学校 442人 14学級 433人 16学級 02% 

高倉小学校 348人 14学級 306人 13学級 12% 

黒須中学校 293人 09学級 284人 11学級 03% 

・黒須小学校については、5年前と比較すると、児童生徒数の減少率は緩やかですが、高倉小

学校は12%と大きな減少率となっています。 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

黒須保育所 438.63㎡ 昭和44年 48年 RC造 市 

高倉保育所 530.70㎡ 昭和50年 42年 RC造 個人 

 ・築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・保育所は豊岡地区で1施設との方向性が示されているため、豊岡保育所、高倉保育所との

統合を検討する必要があります。または、黒須保育所は、現在指定管理者による民営となっ

ているため、民営化への移行も模索する必要があります。  

 

②利用状況 
 

定員 
平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
増減率 

黒須保育所 90人 84人 80人 −4% 

高倉保育所 90人 54人 59人 +9% 

・入所児童数については、5年前との比較で、黒須保育所は4%の減少となっており、高倉保

育所は9%の増加となっています。 

・入所児童数は過去5年間でほぼ横ばいで推移しており、市民ニーズを把握した上で、今後の

あり方について検討していく必要があります。 

※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪豊岡第3地区の検討課題≫ 

・現在、丘陵上部と下部にそれぞれ小学校と公民館が存在するため、人口動態や交通事情、利用の

しやすさなどを考慮して、施設配置を検討する必要があります。 

・小学校が地区の端に存在するため、児童の通学に配慮することが必要です。また、豊岡第一地区

や第二地区と合わせて学区の見直しを検討する必要があります。 

・公設民営の黒須保育所については、今後の運営方法について協議が必要となります。 

・地域コミュニティによる地区区分と通学区が異なるため、地域の実情に合わせた見直しの協議が

必要となります。 



東金子地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【公共施設の配置状況】 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 東金子公民館 

小学校 東金子小学校、新久小学校 

中学校 東金子中学校 

保育所 東金子保育所 

学童保育室 東金子学童保育室、新久学童保育室 

地区体育館 東金子地区体育館 

広域対応施設 

青少年活動センター、学校給食セン

ター、総合クリーンセンター、リサ

イクルプラザ 
 
【公共施設の現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 4,072人(24%) 4,769人(33%) 

生産年齢人口 11,134人(64%) 8,134人(57%) 

年少人口 2,097人(12%) 1,368人(10%) 

〔人口動向の特徴〕 

・他の地区より高齢化が早かったため、今後20年で高齢者

人口のうち、後期高齢者の割合が65%（全体割合は22%）

を占めます。 

・今後は、人口構成の変化に 

よる地区住民の新たな利用 

ニーズを 詳細に把握し、 

地区内に必要な機能の再 

整備が求められます。 

・地形的には、南部が平坦地、北部が丘陵となっており、森坂地区、牛沢地区は、国道

299号や丘陵により地区の中心部から隔てられており、豊岡第三地区（黒須地区）や

西武地区などとの結びつきが強い地区です。また、東部の小谷田地区は、豊岡第一地

区との結びつきもあります。 

・東金子地区には鉄道駅がなく、地区の中央部と地区の南部には路線バスが運行されて

います。 

・住民は、西武地区にある仏子駅や豊岡地区にある入間市駅へ、徒歩や自家用車など、

さまざまな方法でアクセスしています。 

・農地や山林が地区の多くを占めていますが、南部には昭和30年代から整備が進めら

れた工業団地があります。また、地区の中北部の丘陵地には昭和40年代に開発され

た大規模な住宅団地が複数あり、工業地、農業地、住宅地が入り組んだ地区となって

います。 

・人口については、昭和40年代に八津池・入間台等の大規模な宅地開発が行われ、人

口が急速に増加しました。その後は大きな宅地の開発が行われず、平成10年をピー

クに市内で初めて人口が減少傾向に転じた地区であり、急激に高齢化が進行している

地区でもあります。 

〔施設配置の特徴〕 

・東金子公民館は、支所、地域包括支援センタ

ーを併設した複合施設です。 

・地区内に小学校（学童保育室含む）が 2 施設

あり、統合の対象となります。 

・広域対応施設としては青少年活動センター、

学校給食センター、総合クリーンセンター、

リサイクルプラザがあります。 

・東金子公民館は、建設から33年が経過しており、今後計画的な改修を行う必要があります。また、施設の稼働率が31%

と低いため、改修のタイミングに合わせてニーズにあったサービスや機能の見直しが必要です。 

・東金子小学校は築49年、新久小学校は築37年となっており、いずれも老朽化しています。特に、東金子小学校につい

ては、耐用年数を見据えて、更新を検討する必要があります。児童数については、ピーク時（東金子：25学級・993

人）（新久：19学級720人）と比較して、3～4割程度になっており、なお減少傾向にあります。 

・中学校は築35年となっており、今後計画的な改修を行う必要があります。生徒数については、ピーク時（23学級・921

人）と比較して、4割程度となっています。 

・学童保育室については、定員に対し74.4%（定員90人/入所67人）の入所率であり、5年前と比較すると19％の減少

となっています。  
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【施設配置図】 

資料１ 

新久もみじ会 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪東金子地区の検討課題≫ 

 ・地区センターについては、既存の公民館施設の活用を前提に検討します。 

 ・小学校及び中学校については、市街化が進んでいる地域であり、今後新たな学校用地となり得る

広い土地はないため、既存施設を活用することを前提として検討する必要があります。 

 ・学童保育室については、小学校に合わせて統合するとともに、小学校の更新に合わせて複合化を

図ります。複合化を図る場合には、小学校敷地内への複合施設棟の建設を検討します。 

・保育所については、現在の場所での建替えの他、移転についても検討します。なお、移転先につい

ては、小学校隣接地や公共施設跡地を含めて検討します。 

・地域コミュニティによる地区区分と通学区が一部異なっているため、地域の実情に合わせた見直し

の協議が必要となります。 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

東金子公民館 1356.27㎡ 昭和59年 33年 RC造 市・個人 

・老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・敷地の一部が借地となっており、その解消を検討する必要があります。 

 ・周辺が住宅地となっており、敷地を拡張する余地は少なくなっています。 

 ・地区の中央付近に位置しており、拠点施設としては活用しやすい立地です。 

 

②利用状況  
 

利用件数 利用者数 稼働率 
住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

東金子公民館 2,965件 36,994人 31% 1.2回 4,416万円 

 ・利用者数については、全公民館の平均利用者数の39,793人を下回っています。 

 ・稼働率は31%と低く、全公民館の平均稼働率34%を下回っています。 

 ・住民一人当たりの年間利用回数が、全公民館の平均利用回数3.6回を大きく下回っています。 

 ・トータルコストの平均額4,383万円を上回るものの、支所を併設する公民館の中では、西武公

民館に次いで2番目にコストは低くなっています。ただし、図書館（分館）は併設していな

いため、単純比較はできません。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

東金子小学校 6,157.00㎡ 昭和43年 49年 RC造 市 

新久小学校 5,912.00㎡ 昭和55年 37年 RC造 市 

東金子中学校 6,825.00㎡ 昭和57年 35年 RC造 市 

 ・各施設とも築35年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・小学校が地区内に2施設あり、統廃合の対象となります。また、新久小学校は金子地区との

境界に近い位置にあります。 

  

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数 

減少率 

東金子小学校 350人 10学級 335人 14学級 04% 

新久小学校 306人 12学級 294人 12学級 03% 

東金子中学校 377人 12学級 326人 11学級 13% 

 ・東金子小学校及び新久小学校については、5年前と比較すると、児童生徒数の減少率は緩やか

ですが、東金子中学校は13%と大きな減少率となっています。 

 ・金子地区の児童の一部が新久小学校へ通学しています。 

 ・小谷田一丁目地区の児童が、地域外の扇小学校へ、牛沢地区の児童・生徒が地域外の黒須小学

校、黒須中学校へ通学しています。 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

東金子保育所 529.84㎡ 昭和48年 44年 RC造 市 

 ・築40年超と老朽化が進んでおり、更新の検討が必要となっています。 

 ・施設の老朽化が児童数の減少につながっている可能性があります。 
 

②利用状況 

 
定員 

平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
減少率 

東金子保育所 90人 83人 67人 19% 

 ・入所児童数については、5年前と比較すると、19%と大きく減少しています。 

・定員に対して入所児童数が約７割となっています。 

 ・入所児童数は過去5年間で徐々に減少しており、社会全体で待機児童の問題が発生しているこ

とを考慮すると、施設配置や運営形態等が市民ニーズに合っていない可能性があるため、調査

する必要があります。 

 ・地区内には民間保育園が２施設所在します。 



金子地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公共施設の配置状況】 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 金子公民館 

小学校 金子小学校 

中学校 金子中学校 

保育所 
金子第一保育所 

金子第二保育所 

学童保育室 
金子第一学童保育室 

金子第二学童保育室 

広域対応施設 
農村環境改善センター 

農業研修センター 
 
【公共施設の現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 2,103人(20%) 2,971人(37%) 

生産年齢人口 6,941人(67%) 4,253人(53%) 

年少人口 1,293人(13%) 786人(10%) 

〔人口動向の特徴〕 

・市内でも人口減少率が最も高く、高齢者人口割合が最も高い地

区です。また、今後20年間で70歳以下の人口がすべて減少す

ることへの対応も求められます。 

・今後は人口構成の変化に 

よる利用ニーズを詳細に 

把握し、地区内に必要な 

機能の再整備が求められ 

ます。 

・地形的には、南部が平坦地、北部が丘陵となっており、農地や山林が地区の多くを占

めています。西部は青梅市、南部は瑞穂町、北部は飯能市に隣接しており、3自治体

の中では青梅市との結びつきが強い地区です。 

・金子地区には、JR八高線の金子駅があり、バス路線は、入間市駅と河辺駅を結ぶ路

線バスが運行されており、各公共施設とバス停からの距離も比較的近い状況です。 

・住居はおおむね霞川沿いに存在し、住居地区を分断する地形的要素は少なく、共同住

宅も少ないため市内では最も人口密度が低い地区です。 

・大きな宅地開発などが行われていませんが、これまで人口は緩やかに増加してきまし

た。しかし平成18年をピークに、人口は減少傾向に転じました。今後、市内で高齢

化率が最も高くなると予測され、生産年齢人口は大きく減少する見込みとなっていま

す。 

〔施設配置の特徴〕 

・公民館は、支所、図書館（分館）を併設した複合施設です。 

・地区内に保育所、学童保育室が2施設ずつあり、統合の対

象となります。 

・広域対応施設としては、農村環境改善センター、農業研修

センターといった農業関係施設があります。 

・地区体育館は、存在しませんが、農村環境改善センター内

にある大ホールで、運動などを行うことができます。 

・公民館は、建設から24年が経過しており、今後計画的な改修を行う必要があります。また、施設の稼働率が32%と
低いため、改修のタイミングに合わせてニーズに合ったサービスや機能の見直しが必要です。 
・小学校は築52年を経過しており、老朽化しています。今後は、耐用年数を見据えて、更新を検討する必要がありま
す。児童数については、ピーク時（22学級・823人）と比較して、5割程度になっており、なお減少傾向にあります。 

・中学校は築32年経過しており、今後、計画的に改修を行う必要があります。生徒数については、ピーク時（12学級・
453人）と比較して、5割程度になっており、なお減少傾向にあります。 
・保育所2施設については、いずれも建設から40年以上経過しており、更新が必要になっていますが、児童数は減少
しているため、更新のタイミングで統合を検討する必要があります。 
・学童保育室については、小学校敷地内に2施設（平成2年築・平成28年築）あります。 
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【施設配置図】 

資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪金子地区の検討課題≫ 

 ・地区センター化については、既存の公民館施設の活用を前提に検討します。なお、施設内の図書館

（分館）については、学校との複合化についても検討する必要があります。 

・小学校については、同じエリアに多くの公共施設が集まっている現在の配置を維持し、既存施設の

活用を前提として検討する必要があります。 

・市内で最も広い地区であり、地区の端部（行政界）からの通学について、配慮する必要があります。 

・2施設ある学童保育室については、小学校の更新に合わせて、敷地内への複合施設棟の建設を検討

します。 

・中学校についても現在の配置を維持し、既存施設の活用を前提として検討します。 

・2施設ある保育所については、入所児童数が徐々に減少していることから、更新時期に合わせて統

合を検討します。なお、建設場所については、利便性に配慮し、選定することとします。 

・金子地区には地区体育館が存在しませんが、農村環境改善センターの多目的ホールが代替機能を担

っており、当面は、この施設を存続させることで機能維持を図ります。 

・地域コミュニティによる地域区分と通学区が異なるため、他の地区の動向を踏まえ、地域の実情に

合わせた見直しを行う必要があります。 

※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

金子公民館 1,400.60㎡ 平成5年 24年 RC造 市・個人 

・老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要になっています。 

 ・金子公民館は、敷地の一部が借地となっており、その解消を検討する必要があります。 

 ・地域の中央付近に位置しており、拠点施設としては活用しやすい立地です。 

  

②利用状況  

 
利用件数 利用者数 稼働率 

住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

金子公民館 2,540件 38,341人 32% 3.7回 4,760万円 

・利用者数は、全公民館の平均利用者数39,793人を下回っています。 

・稼働率は32%で、全公民館の平均稼働率34%を下回っています。 

・住民一人当たりの年間利用回数を見ると、全公民館の平均利用回数3.6回を上回っています。 

 ・トータルコストについては、全公民館の平均額4,383万円を上回っていますが、支所や図書

館（分館）を併設する施設であるため、単純比較はできません。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

金子小学校 4,944.00㎡ 昭和40年 52年 RC造 市 

金子中学校 6,816.00㎡ 昭和60年 32年 RC造 市 

・小学校は、老朽化が進んでおり、更新の検討が必要です。中学校は、建設から30年以上経過

しており、計画的な改修が必要です。 

 ・小中学校とも地区内に1施設ずつであり、統廃合の対象とはなりません。 

 ・小中学校とも、地域の中央付近に位置しており、拠点施設としては活用しやすい立地です。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数 

減少率 

金子小学校 559人 22学級 422人 15学級 24% 

金子中学校 283人 09学級 242人 08学級 14% 

 ・児童生徒数は、5年前と比較すると、金子小学校が24%、金子中学校が14％と大きく減少

しています。 

 ・地域内の一部の児童が、地域外の狭山小学校や新久小学校に通学しています。 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

金子第一保育所 449.44㎡ 昭和43年 49年 RC造 法人 

金子第二保育所 426.27㎡ 昭和45年 47年 RC造 市 

 ・両施設とも、築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・金子第一保育所は、用地が法人所有の借地となっており、その解消が課題となっています。 

 ・施設の老朽化が児童数の減少につながっている可能性があります。 

 

②利用状況 
 

定員 
平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
減少率 

金子第一保育所 120人 74人 45人 39％ 

金子第二保育所 084人 57人 46人 19％ 

・入所児童数は、5年前と比較すると、金子第一保育所が39％、金子第二保育所が19％と両施設

とも大きく減少しています。 

 ・2施設を合わせると、定員204人に対して、91人であり、入所児童数が5割弱となっています。 

 ・入所児童数は過去5年間で徐々に減少しており、社会全体で待機児童の問題が発生しているこ

とを考慮すると、施設配置や運営形態等が市民ニーズに合っていない可能性があるため、調査

する必要があります。 

 ・地区内には民間施設がないため、公立保育所の役割を改めて確認する必要があります。 

 



宮寺・二本木地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公共施設の配置状況】 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 宮寺公民館、二本木公民館 

小学校 宮寺小学校、狭山小学校 

中学校 武蔵中学校 

保育所 宮寺保育所、二本木保育所 

学童保育室 宮寺学童保育室、狭山学童保育室 

地区体育館 宮寺地区体育館 

広域対応施設 

博物館、勤労福祉センター、 

老人福祉センター、障害者活動セ

ンター 
 
【公共施設の現状と課題】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 2,475人(22%) 3,063人(30%) 

生産年齢人口 7,125人(63%) 6,125人(61%) 

年少人口 1,650人(15%) 904人(09%) 

〔人口動向の特徴〕 

・市内でも年少人口の減少率が45％（約750人）と最も高く、

構成割合は 9％となります。実質人数は、904人と予測され

ています。 

・今後は人口構成の変化 

による利用ニーズを詳 

細に把握し、地区内に 

必要な機能の再整備が 

求められます。 

・宮寺地区と二本木地区はもともと別々の村であり、古くからそれぞれに小学校があり

ました。 

・地形的には、南部は丘陵となっており、住居は少なく、地区全体がおおむね平坦地で

すが、国道16号及び県道狭山下宮寺線を境に北側がやや高く、台地上に地区が広が

っています。 

・地区の東部が所沢市、西部は西多摩郡瑞穂町と接しており、二本木地区は、元は同じ

村だった地区が存在することもあり、瑞穂町との関わりが深い地区です。 

・地区内に鉄道駅はなく、中央部と南部にそれぞれ路線バスが運行されています。 

・市中心部への移動については、中央部地区は路線バスでアクセス可能ですが、南部地

区は所沢市に所在する小手指駅へのアクセスが中心となります。なお、地区内の公共

施設を結ぶ路線バスはありません。 

・地区としては、工業団地周辺に工場地、北東部に大型商業施設が存在しますが、主に

住居が中心の地区となっています。 

・土地区画整理事業により、狭山台地区の一部で住居が新築されている地域もあります

が、宮寺･二本木地区の広範囲が市街化調整区域であるため人口密度は低い地区です。 

・昭和40年代以降に大規模宅地開発や工業団地誘致が進み、昭和50年代にかけて人口

が急速に増加しました。平成以降も狭山台土地区画整理事業の進展に伴い同地区の人

口が増加しているため宮寺･二本木地区全体では人口の微増の傾向となっています。

しかし、今後は、老年人口が増加する一方、年少人口の減少率が大幅に高くなると見

込まれています。 
〔施設配置の特徴〕 

・地区内に公民館、小学校、保育所、学童保育

室が2施設ずつあり、統合の対象となります。 
・広域対応施設としては、博物館や勤労福祉セ
ンター、老人福祉センター等が整備されてい
ます。その他にも、老人憩いの家が 12施設
地区内にきめ細かく整備されています。 
・主要施設のトータルコストが、市内で3番目
に高くなっています。 

 

【施設配置図】 

・宮寺公民館は、建設してから30年以上経過しており、今後計画的な改修を行う必要があります。また、稼働率は宮寺

公民館が22%、二本木公民館が33%となっており、利用状況が低い状況です。 

・宮寺小学校及び狭山小学校は、建設してから40年以上経過しており、老朽化が進んでいます。 

・児童数については、ピーク時（宮寺：15学級561人）（狭山：18学級612人）と比較して宮寺小学校が4割、狭山小

学校が７割程度になっています。このことから、今後は、施設の再整備の検討をする必要があります。 

・生徒数については、ピーク時（武蔵：15学級633人）と比較して、６割程度となっています。 

・博物館と勤労福祉センター、老人福祉センターやまゆり荘は、今後10年間で老朽化に伴う改修の時期を迎えます。 

・博物館は、市内でも災害時の拠点施設に指定されていることから、計画的な整備方針の策定が必要です。 
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資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 ※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪宮寺・二本木地区の検討課題≫ 

 ・小学校については、既存施設を活用することを前提としますが、将来的な更新の段階では新たな

用地取得も視野に入れて検討する必要があります。 

・学童保育室については、小学校の改修に合わせて校舎への複合化を図るとともに、小学校に合わ

せて統合を検討する必要があります。 

・中学校については、施設が新しく地区内に 1施設であり新たな統廃合の見込みはないため、既存

施設を活用することを前提とします。 

・保育所については、現在の場所での建替えの他、移転についても検討します。なお、移転先につ

いては、小学校隣接地も検討することとします。 

・現在、宮寺地区、二本木地区にそれぞれ小学校が配置されていますが、統合をする場合は児童の

通学に配慮する必要があります。 

・地区センターの配置については、地区内の公共施設のバランスに配慮する必要があります。 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

宮寺公民館 0790.27㎡ 昭和58年 34年 RC造 市 

二本木公民館 1,216.70㎡ 平成18年 11年 RC造 市 

・宮寺公民館については、建設後30年経過しており、計画的な修繕対策の検討が必要になっ 

ています。 

 ・二本木公民館は、築11年と比較的新しいため、建物としては継続的な活用が前提となりま

す。 

 

②利用状況  
 

利用件数 利用者数 稼働率 
住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

宮寺公民館 1,594件 16,801人 22％ 1.9回 3,629万円 

二本木公民館 2,097件 24,374人 33％ 10.9回 3,857万円 

・利用者数については、両施設とも全公民館の平均利用者数の39,793人を下回っています。 

 ・稼働率は両施設とも低く、特に宮寺公民館は、全公民館の平均稼働率34％を大きく下回っ

ています。 

 ・住民1人当たりの年間利用回数を見ると、宮寺公民館は全公民館の平均利用回数の3.6回を

大きく下回っています。 

 ・両施設とも、トータルコストの平均額の4,069万円は下回っています。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

宮寺小学校 4,150.00㎡ 昭和41年 51年 RC造 一部借地 

狭山小学校 4,802.00㎡ 昭和46年 46年 RC造 市 

武蔵中学校 5,568.00㎡ 平成25年 04年 RC造 一部借地 

 ・宮寺小学校と狭山小学校については、建設後40年以上が経過しており、計画的な修繕対策

の検討が必要になっています。 

 ・宮寺小学校及び武蔵中学校の敷地の一部が借地となっています。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数

増減率 

宮寺小学校 261人 16学級 217人 09学級 －16％ 

狭山小学校 470人 15学級 449人 16学級 －4％ 

武蔵中学校 307人 09学級 361人 10学級 ＋17％ 

・児童生徒数については、5年前と比較すると、武蔵中学校は増加していますが、宮寺小学校

及び狭山小学校は減少しています。特に、宮寺小学校は減少率が大きく、1クラスの学年も

あります。 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

宮寺保育所 553.57㎡ 昭和49年 43年 RC造 市 

二本木保育所 331.81㎡ 昭和42年 50年 RC造 法人 

 ・両施設とも、築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要になっています。 

 ・二本木保育所は、用地が法人所有の借地となっており、その解消が課題となっています。 

 

②利用状況 
 

定員 
平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
増減率 

宮寺保育所 120人 77人 59人 －23％ 

二本木保育所 060人 52人 60人 ＋15％ 

・入所児童数は、5年前と比較すると、宮寺保育所は23％と大きく減少していますが、二本木保育

所は増加しています。 

・両施設とも老朽化が進んでいるため、市民ニーズを把握した上で、今後の統合の方向性を検討し 

ていく必要があります。 



藤沢第１地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公共施設の配置状況】 
 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 藤沢公民館、藤の台公民館 

小学校 藤沢小学校、藤沢北小学校 

中学校 藤沢中学校 

保育所 藤沢第二保育所 

学童保育室 
藤沢学童保育室 

藤沢北学童保育室 

地区体育館 藤沢地区体育館 

広域対応施設 健康福祉センター 
 
【公共施設の現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 6,829人(20%) 9,421人(29%) 

生産年齢人口 22,738人(66%) 20,070人(61%) 

年少人口 5,087人(15%) 3,285人(10%) 

【施設配置図】 

〔施設配置の特徴〕 

・豊岡地区の次に施設面積が多く、主なものは学校

施設となります。小、中学校はいずれも築30年

以上経過しており、老朽化が進行しています。 

・主な広域対応施設は、健康福祉センターの 1 施

設で、その他の施設は地区対応施設となってお

り、地区の特性や将来の需要予想を見据えての施

設の有効活用を視野に入れた検討が必要です。 

〔人口動向の特徴〕 

・藤沢地区は、高齢者人口は約 38%の増加予測となっており、高

齢者人口が市内で2番目に多くそのうちの60%（約5,600人）

が後期高齢者となっています。 

・地区内3校の小学校では 

H16～H26の10年間で、藤 

沢南小は156人増加、藤沢東 

小は42人増加。一方、藤沢小 

は164人減少と同地区内の増 

減に大きな差が生じています。 

〔地区全体〕 

・この地区は、武蔵藤沢駅を中心に、昭和30年代以降の大規模宅地開発や、都心への

通勤通学の利便性の良さによる近年の大型集合住宅や大規模店舗の建設により、人口

が急増した地区です。 

・近年、大規模な区画整理事業が行われ人口が増加しましたが、今後20年間では減少

に転じることが見込まれます。この地区は、生産年齢人口と年少人口の減少率が比較

的緩やかとなっており、現在は高齢化率も市内では最も低い地区です。しかし、今後

20年間では老年人口は約38%増加し、高齢者数の増加は、市内でも豊岡地区に次い

で多くなる予測です。 

〔藤沢第1地区〕 

・地形的には、南部と北部でやや高低差がありますが、地区全体を通しておおむね平坦

地です。 

・地区の南部が所沢市、東部が狭山市と接しています。 

・この地区には武蔵藤沢駅があり、この駅と入間市駅を結ぶ路線バスが運行されており、

入間市駅及び武蔵藤沢駅からの路線バスにより、市内全域の各公共施設にアクセスし

ています。 

・地区としては、一部に商業施設が立ち並ぶとともに、工場や住宅（共同住宅を含む）

が立ち並んでいます。一方、地区の西部は市街化調整区域で、農地がひろがっていま

す。 

 

・藤の台公民館は、建物としては築30年以上経過しており老朽化していることから、今後計画的な改修を行う必要があ

ります。また、稼働率は藤沢公民館が50%、藤の台公民館が27%となっています。 

・藤沢公民館は、支所や図書館を併設した施設であるためトータルコストが市で最も高い施設となっていますが、利用が

多く、複合化による効果が見受けられます。 

・地区内の学校施設の全てが築30年を経過し老朽化しており、計画的な改修を行う必要があります。 

・児童・生徒数については、ピーク時（藤沢小：24学級875人）（藤沢北小：24学級922人）（藤沢中：22学級899人）

と比較して、6～7割程度となっています。 

・学校は、施設の老朽化の対応と共に児童生徒数の推移を考慮して施設の再整備が必要です。 

・藤沢第二保育所は築 16年が経過しており、今後十数年で改修が必要です。平成 28年度は、定員に対して 83%（定員

120人/入所99人）の入所率となっており、比較的高い状況です。 

・藤沢地区体育館は、築30年を経過し老朽化しており、計画的な改修を行う必要があります。 

0 1,000 2,000 3,000 4,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

藤 沢 地 区

老年人口

３８％増加

生産年齢人口

１２％減少

平成24年

3万4,654人

平成44年

3万2,776人

今後20年間で

５％減少

年少人口

３５％減少

平成24年

平成44年

資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪藤沢第1地区の検討課題≫ 
 ・小学校については、市街化が進んでいる地域であり、今後新たな学校用地となり得る広い土地は

ないため、既存施設を活用することを前提とします。 
・学童保育室については、小学校の改修に合わせて校舎への複合化を図るとともに、小学校に合わ

せて統合を検討する必要があります。 

・中学校については、市街化が進んでいる地域であり、今後新たな学校用地となり得る広い土地は

ないため、既存施設を活用することを前提とします。 

・保育所については、施設が比較的新しく、地区の人口減少が少ないため、当面は既存施設を活用

することを前提とします 

・健康福祉センターについては、今後も存続することを前提としていることから、会議室などの機

能を、地区の西側の住民が利用できるよう施設利用の自由度を広げる必要があります。 

・公民館の統合に伴い、地区センターに移行しない公民館の有効活用を図るとともに、廃止となる

公民館の登録団体の活動が継続できるよう配慮する必要があります。 

・藤沢第1地区には上藤沢中学校と藤沢南小学校も含まれますが、地域バランスを考慮して、藤沢

第2地区の施設として取り扱うこととします。 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

藤沢公民館 2,083.48㎡ 平成12年 17年 RC造 市 

藤の台公民館 00728.08㎡ 昭和61年 31年 RC造 市 

・藤の台公民館は建設から30年経っており、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・藤沢公民館は支所と図書館分館との複合施設になっているため、施設面積が大きくなってい

ます。 

 

②利用状況  

 
利用件数 利用者数 稼働率 

住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

藤沢公民館 6,012件 90,718人 50% 3.6回 5,505万円 

藤の台公民館 2,443件 25,706人 27% 4.7回 3,409万円 

・利用者数については、藤沢公民館は、全公民館の平均利用者数の39,793人を上回っています

が、藤の台公民館は、下回っています。 

 ・藤沢公民館は、全公民館の平均稼働率34%を上回っていますが、藤の台公民館は下回ってい

ます。 

・住民1人当たりの年間利用回数を見ると、藤沢公民館は全公民館の平均利用回数の3.6回と

同値ですが、藤の台公民館は上回っています。 

 ・トータルコストについては、全公民館の平均額が4,069万円であるため、藤沢公民館は上回

っていますが、藤の台公民館は下回っています。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

藤沢小学校 6,546.00㎡ 昭和40年 52年 RC造 市 

藤沢北小学校 5,796.00㎡ 昭和53年 39年 RC造 市 

藤沢中学校 6,890.00㎡ 昭和39年 53年 RC造 市 

 ・藤沢小学校と藤沢中学校は、築50年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が

必要になっています。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数 

増減率 

藤沢小学校 576人 25学級 477人 18学級 －17％ 

藤沢北小学校 648人 19学級 683人 20学級 ＋5％ 

藤沢中学校 600人 18学級 606人 19学級 ＋1％ 

 ・児童生徒数については、5年前と比較すると、藤沢北小学校と藤沢中学校は、若干増加して

いますが、藤沢小学校は17%と大きく減少しています。 

・藤沢中学校は5～6学級となっており、市内の中学校の中では最大規模の学校となっています。 

 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

藤沢第二保育所 1,007.25㎡ 1,007.25㎡ 平成13年 16年 RC造 市 

 ・建設してから16年が経過しており、計画的な修繕対策の検討が必要になっています。 

 

 

②利用状況 
 

定員 
平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
減少率 

藤沢第二保育所 120人 130人 99人 23％ 

・入所児童数は、5年前と比較すると、23％と大きく減少しています。 

 ・入所児童数は、過去5年間で徐々に減少しており、社会全体で待機児童の問題が発生している 

  ことを考慮すると、運営形態等が市民ニーズに合っていない可能性があります。 



藤沢第２地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公共施設の配置状況】 
 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 東藤沢公民館 

小学校 
藤沢南小学校 

藤沢東小学校 

中学校 上藤沢中学校 

保育所 藤沢保育所 

学童保育室 
藤沢南学童保育室 

藤沢東学童保育室 
 
【公共施設の現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 6,829人(20%) 9,421人(29%) 

生産年齢人口 22,738人(66%) 20,070人(61%) 

年少人口 5,087人(15%) 3,285人(10%) 

【施設配置図】 

 

〔施設配置の特徴〕 

・地域バランスを考慮して藤沢南小学校を地域内の施設

とし、藤沢東小学校との統合を検討することとしま

す。また、小学校と併せて学童保育室も統合対象とし

て検討することとします。 

・小学校以外の地域対応施設は1施設ずつとなっており、

統廃合の対象とはなりません。 

・保育所は、将来的には藤沢地区で1施設とする計画で

す。 

・東藤沢公民館は、建設してから20年以上が経過しており、今後計画的な改修を行う必要があります。また、稼働率は

35%となっており、利用状況としては活発ではありません。 
・地区内の学校施設の全てが築３０年を超えており老朽化していることから、計画的な改修が求められます。 
・児童数については、ピーク時（藤沢東：24学級 920人）（藤沢南：28学級 1,159人）と比較して、藤沢東小学校が７
割、藤沢南小学校が５割程度となっており、減少傾向にあります。 
・生徒数についてピーク時（上藤沢：16学級657人）と比較して、６割程度となっています。 
・学校については、施設の老朽化の対応と共に児童生徒数の推移を考慮して施設の再整備が必要です。 
・藤沢保育所は築 18年が経過しており、今後十数年で改修が必要です。平成 28年度は、定員に対して 80%（定員 120
人/入所96人）の入所率となっており、比較的高い状況です。 

・学童保育室については、藤沢南学童保育室と藤沢東学童保育室の2つの学童保育室が小学校地内に設置されています。

藤沢東学童保育室は、築年数が30年以上を経過し、老朽化が進んでいることから、今後計画的な修繕が必要です。 

 

〔人口動向の特徴〕 

・藤沢地区は、高齢者人口は約38％の増加予測となっており、高

齢者人口が市内で2番目に多く、そのうちの60％（約5,600人）

が後期高齢者となっています。 

・地区内3校の小学校では 

H16～H26の10年間で、藤 

沢南小は156人増加、藤沢東 

小は42人増加。一方、藤沢小 

は164人減少と同地区内の増 

減に大きな差が生じています。 

〔地区全体〕 

・この地区は、武蔵藤沢駅を中心に、昭和30年代以降の大規模宅地開発や、都心への

通勤通学の利便性の良さによる近年の大型集合住宅や大規模店舗の建設により、人口

が急増した地区です。 

・近年、大規模な区画整理事業が行われ人口が増加しましたが、今後20年間では減少

に転じることが見込まれます。この地区は、生産年齢人口と年少人口の減少率が比較

的緩やかとなっており、現在は高齢化率も市内では最も低い地区です。しかし、今後

20年間では老年人口は約38%増加し、高齢者数の増加は、市内でも豊岡地区に次い

で多くなる予測です。 

〔藤沢第 2地区〕 

・地形的には、おおむね平坦地であり、地区の南部が所沢市と接しています。 

・この地区には、武蔵藤沢駅があり、所沢市の狭山ヶ丘駅にも近い地域です。路線バス

の設定はありませんが、徒歩や自転車で駅へアクセスすることができます。 

・昭和40年代の宅地開発により整備された地区であり、全般的に道路が狭く、路線バ

スは運行されていません。 

・地区としては、武蔵藤沢駅周辺に商業施設や商店街が立ち並ぶものの、主として住宅

が中心となっています。 
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資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪藤沢第2地区の検討課題≫ 
 ・小学校については、市街化が進んでいる地域であり、今後新たな学校用地となり得る広い土地はない

ため、既存の施設を活用することを前提とします。 

・学童保育室については、小学校の改修に合わせて校舎への複合化を図るとともに、小学校に合わせて

統合します。 

・中学校については、既存の施設を活用することを前提としますが、小学校跡地の活用や新たな用地取

得も視野に入れて検討します。 

・保育所については、施設が比較的新しく、地区の人口減少が少ないため、当面は、既存施設を活用す

ることを前提とします。 

・地区内に中学校が配置されていないことに充分配慮する必要があります。 

・公民館は地区内に一つしかないため、今後も継続的な活用を前提に長寿命化を図っていく必要があり

ます。 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

東藤沢公民館 1,064.05㎡ 平成6年 23年 RC造 市 

・建設後20年以上が経過しており、計画的な修繕対策の検討が必要になっています。 

 

②利用状況  
 

利用件数 利用者数 稼働率 
住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

東藤沢公民館 4,676件 61,341人 35% 7.4回 4,094万円 

・利用者数については、全公民館の平均利用者数の39,793人を上回っています。 

・稼働率は、全公民館の平均稼働率34%を上回っています。 

・住民一人当たりの年間利用回数を見ると、全公民館の平均利用回数の3.6回を大きく上回っ

ています。 

・トータルコストについては、全公民館の平均額4,069万円を若干上回っています。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

藤沢南小学校 5,890.00㎡ 昭和46年 46年 RC造 市 

藤沢東小学校 6,531.00㎡ 昭和50年 42年 RC造 市 

上藤沢中学校 6,937.00㎡ 昭和58年 34年 RC造 市 

 ・藤沢南小学校、藤沢東小学校の両施設とも築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕

対策の検討が必要となっています。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒 

数増減率 

藤沢南小学校 482人 15学級 536人 20学級 ＋11% 

藤沢東小学校 664人 20学級 655人 22学級 －1％ 

上藤沢中学校 392人 11学級 408人 12学級 ＋4％ 

・児童生徒数については、5年前と比較すると、藤沢東小学校は若干減少していますが、藤沢

南小学校と上藤沢中学校は増加しています。 

・今後も減少率は少ないことが予想され、当面は統廃合の検討は難しい状況となっています。 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

藤沢保育所 1,081.37㎡ 平成11年 18年 RC造 市 

 ・建設から 18年が経過しており、今後計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 

②利用状況 

 
定員 

平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
減少率 

藤沢保育所 120人 131人 98人 25% 

・入所児童数は、5年前との比較では、25%と大きく減少しています。 

 ・入所児童数は過去5年間で徐々に減少しており、社会全体で待機児童の問題が発生している 

  ことを考慮すると、運営形態等が市民ニーズに合っていない可能性があります。 

 ・定員に対して入所児童数が約3分の2となっており、他の保育所との統合の余地があります。 



西武明寿会 
西武清寿会 

西武地区の概要 
【人口動向】                                          【地区の成り立ちと現状、将来の見通し】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公共施設の配置状況】 
 

 
【公共施設の現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成24年(比率) 平成44年(比率) 

老年人口 4,663人(22%) 6,568人(32%) 

生産年齢人口 14,305人(66%) 11,982人(58%) 

年少人口 2,658人(12%) 2,191人(11%) 

施設の種類 施設名 

地域対応施設 

公民館 西武公民館 

小学校 西武小学校、仏子小学校 

中学校 西武中学校、野田中学校 

保育所 西武中央保育所 

学童保育室 
西武・西武第二学童保育室 

仏子学童保育室 

広域対応施設 文化創造アトリエ 

〔人口動向の特徴〕 

・市内でも今後20年間の高齢者人口の増加率が2番目に高

く、生産年齢人口や年少人口は約 20%弱の減少予測とな

っています。 

・今後は、人口構成の変化に 

 よる地区住民の新たな利用 

 ニーズを詳細に把握し、地 

 区内に必要な機能の再整備 

 が求められます。 

・地形的には、おおむね平坦地です。仏子地区と野田・新光地区の間は入間川によって

隔てられていますが、橋りょうにより行き来できる状況です。 

・地区の西部が飯能市、東部が狭山市と接しています。 

・この地区には、仏子地区に西武池袋線仏子駅があり、野田地区に元加治駅があります。

路線バスについては、仏子駅から地区の中心を南北に結ぶ路線が設定されています。 

・この地区は昭和40年代後半から50年代を中心に、住宅団地や宅地開発が行われ、

さらに近年土地区画整理が完了しました。地区としては、仏子駅周辺に商業施設、北

部に工業団地が存在しますが、主として住居中心の地区となっています。 

・人口については、昭和40年代から仏子駅周辺に大型集合住宅が整備され、昭和50

年代後半から西武仏子ニュータウンの開発がされるなど、都市近郊のベットタウンと

して人口の増加が続き、昭和40～60年の20年間で人口が急増しています。その後、

人口増加がやや緩やかとなり近年は増減があまり見られません。 

・地区別にみると、野田・新光地区では増加がみられますが仏子地区の減少が顕著です。

平成21年までは地区内においては仏子地区の人口が最も多かったのですが、平成22

年以降は野田地区の人口が最も多くなっています。今後は、年少人口及び生産年齢人

口の減少率は他地区と比べて低くなる一方、老年人口は急増が見込まれています。 

〔施設配置の特徴〕 

・広域集会施設の文化創造アトリエ・アミーゴや図書館

西武分館が整備されており、いずれの施設も集会機能

を保有しています。 

・西武公民館の稼働率が 30%と低くなっていることか

ら、同地区内で機能の重複が考えられます。 

・地区内に小学校･中学校とも 2施設ずつあり、統合の

対象となります。 

・西武公民館は、建設してから30年以上経過しており、今後計画的な改修を行う必要があります。また、稼働率は30%

となっており、利用状況としては活発ではありません。 

・地区内の施設のうち、大規模な施設は学校施設で、他地区と同様に築30年を超えています。文化創造アトリエ・アミ

ーゴは築60年以上を経過しており、平成12年に大規模修繕を実施しました。稼働率は47%となっており、今後の利

用向上を図る上でも周辺の類似機能を保有する施設との集約化・複合化等を検討し、地区内の施設全体で、費用を抑え

た効率的な整備を推進していく必要があります。 

・学童保育室については、西武学童保育室と仏子学童保育室の2つの学童保育室が学校の隣接地に設置されています。平

成28年度には、定員に対して西武･西武第二学童129%（定員80人/入所103人）、仏子学童102%（定員50人/入所

51人）の入所率であり、特に西武･西武第二学童は定員超過の傾向が続いています。 

【施設配置図】 

0 1,000 2,000 3,000 4,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

西 武 地 区

平成44年

平成24年

老年人口

４１％増加

生産年齢人口

１６％減少

平成24年

2万1,626人

平成44年

2万741人

今後20年間で

４％減少

年少人口

１８％減少

資料１ 

上仏子老人クラブ親和会 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各施設のデータは原則として「公共施設マネジメント白書」から引用 

 

≪西武地区の検討課題≫ 
 ・小学校･中学校については、市街化が進んでいる地域であり、今後新たな学校用地となり得る広い

土地はないため、既存施設を活用することを前提に検討します。 

・学童保育室については、小学校の改修に合わせて校舎への複合化を図るとともに、小学校に合わせ

て統合します。 

・保育所については、既存施設の活用を前提とします。なお、老朽化は進んでいるため、計画的な改

修や更新について検討する必要があります。 

・入間川を介し、仏子地区、野田・新光地区それぞれに防災拠点となる施設を配置できるよう検討す

る必要があります。 

【公民館の現状と課題】 

①建物状況
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

西武公民館 1241.33㎡ 昭和56年 36年 RC造 市 

・老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 ・駐車場が未整備の部分があり、老朽化対策と共に検討する必要があります。 

 

②利用状況  
 

利用件数 利用者数 稼働率 
住民1人当たり

の年間利用回数 

トータル 

コスト 

西武公民館 2,943件 44,433人 30% 2.1回 4,229万円 

 ・利用者数については、全公民館の平均利用者数の39,793人を上回っています。 

 ・稼働率は低く、全公民館の平均稼働率34％も下回っています。 

 ・住民一人当たりの年間利用回数を見ると、全公民館の平均利用回数の3.6回を大きく下回っ

ています。 

 ・トータルコストについては、全公民館の平均額4,069万円を上回っています。 

 

 

【小中学校の現状と課題】 

①建物状況 

 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

西武小学校 5,970.00㎡ 昭和41年 51年 RC造 市 

仏子小学校 6,271.00㎡ 昭和55年 37年 RC造 市 

西武中学校 6,371.00㎡ 昭和44年 48年 RC造 市 

野田中学校 7,603.00㎡ 平成01年 29年 RC造 市 

 ・西武小学校は、一部の棟が築50年超と老朽化が進んでおり、計画的な改修対策及び更新の

検討が必要となっています。 

 ・残りの3施設も老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要です。 

 

②利用状況（各年5月1日現在） 
 平成24年度 

児童生徒数 

平成24年度 

学級数 

平成29年度 

児童生徒数 

平成29年度 

学級数 

児童生徒数 

減少率 

西武小学校 752人 27学級 716人 24学級 4％ 

仏子小学校 348人 12学級 289人 13学級 16％ 

西武中学校 199人 09学級 176人 08学級 11％ 

野田中学校 377人 11学級 357人 10学級 05％ 

 ・仏子小学校及び西武中学校の児童生徒数については、5年前と比較すると16％･11％と、仏

子地区の人口減少と比例して大きく減少しています。 

 ・地区内2校の小学校ではH16~H26の10年間で、西武小は37人、仏子小は191人の減少と

減少数に大幅な差が生じており、地区内でも減少の仕方が異なっています。 

【保育所の現状と課題】 

①建物状況 
 延床面積 建設年度 築年数 構造 土地所有 

西武中央保育所 555.60㎡ 昭和52年 40年 RC造 市 

 ・築40年超と老朽化が進んでおり、計画的な修繕対策の検討が必要となっています。 

 

②利用状況 

 
定員 

平成24年度 

入所児童数 

平成29年度 

入所児童数 
減少率 

西武中央保育所 90人 100人 84人 16％ 

 ・入所児童数は、5年前と比較ですると、16％の減少となっています。 

 ・入所児童数は過去5年間で徐々に減少しており、社会全体で待機児童の問題が発生している 

  ことを考慮しますと、運営形態等が市民ニーズに合っていない可能性があります。 

 


